






















Dornbusch and Fischer（1981），Gordon（1987），Hall（1994），Krugman and Wells（2009），
Mankiw（2009））などが，特に印象深い。
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所得の自然水準，r は実質利子率，i は名目利子率，eは実質為替レート，e は
名目為替レート，P は物価水準である。これら７つの変数（Y，Y，r，i，e，e，
P）をモデルの内生変数とする。
　さらに，M は名目貨幣供給量（マネーサプライ），G は実質政府支出，T は
実質租税収入，K は資本ストック，N は労働雇用量，r は外国の実質利子率，
─────────────────
⑵　Mankiw（2009）p.405を参照。ただし，マンキューのマザーモデルはアメリカ経済を対象として
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（総生産）Y が総需要 C  I  G  NX，つまり消費 C と投資 I と政府支出 G と
純輸出 NX の合計に等しくなることを示す。ここで，消費は可処分所得 Y  T
に依存し，限界消費性向 C は正であるが１より小さい（0  C  1）。また，
投資は実質利子率 r が低下するにつれて増加する（I  0）。さらに，純輸出（輸
出－輸入）は実質為替レート e ( eP/P) の上昇に応じて増加する（NX  0）。
　（2）式は貨幣市場の均衡を示す「LM関数」である。流動性選好説にしたがい，
実質貨幣需要 L は名目利子率 i が上昇すると減少し（Li  0），所得 Y が上昇す











なる⑶。なお，純資本流出は，自国利子率 r が外国利子率 r に比べて高くなる
につれて減少する（CF   0）。
　（4）式は名目利子率 i と実質利子率 r の関係を表す「フィッシャー方程式」
である。名目利子率は，実質利子率と期待インフレ率 pe の和に等しいことを





e に，外国と自国の物価水準の比率 P/P を掛けた値が，実質為替レートであ
る。したがって，実質為替レートとは，自国の財を基準とした外国の財の相対
価格であり，外国の財１単位が何単位の自国の財と交換できるかを示す。
　（6）式は物価水準 P と総生産 Y の関係を表す「総供給関数」である⑷。現実
の物価水準が期待物価水準を上回るときには（P > Pe），総生産は自然水準よ
り大きくなる（Y > Y）。反対に，現実の物価水準が期待物価水準を下回ると
きには（P < Pe），総生産は自然水準より小さくなる（Y < Y）。そして，現実
の物価水準が期待物価水準に一致するとき（P  Pe），総生産は自然水準に等
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　たとえば，Pe  P，L(i, Y ) = (1/V)Y（V は貨幣の所得流通速度），そして
CF(r  r)  0 とした場合が，古典派の閉鎖経済モデル，CF(r  r) を無限に弾
力的とした場合が，古典派の小国開放経済モデルである。また，aは無限大で，
I(r )  I（一定値），CF(r  r) = 0 とした場合が，ケインジアンの45度線図モデ
ルである。さらに，aは無限大で，CF(r  r)  0 とした場合が，閉鎖経済の
IS─LM モデル，CF(r  r) を無限に弾力的とした場合が，変動為替レート制の
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( , ) ( )eY F K L P P  a （15）




K LdY F dK F dL dP dP   a a （16）
を得る。これが総供給曲線（15）式の全微分型である。以上の（16）式より，









( ) ( ) ( )Y C Y T I r G CF r r      （17）
のようになる。また，（4）式の関係を（2）式に代入すると，「LM 曲線」を表す
式は，
( , )eM L r Y
P
  p （18）
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1 [( ) ]
1
dY I CF dr dG C dT CF dr
C
        （19）
という関係が導かれる。これは IS 曲線（17）式の全微分型である。以上の（19）
式より，dr/dY  (1  C) / (I  CF)  0 を得るから，IS 曲線の傾きはマイナス
で，IS 曲線は右下がりの形になる。また，政府支出 G の増加，租税収入 T の





M dM dPdr L dY d
L P M P
⎡ ⎤
= − + − −⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦
p （20）
のようになる。これは LM 曲線（18）式の全微分型である。以上の（20）式より，
dr/dY  LY/Li  0 を得るから，LM 曲線の傾きはプラスで，LM 曲線は右上
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くことができる。また，政府支出 G の増加，租税収入 T の減少，外国利子率
r の上昇，貨幣供給量 M の増加，期待インフレ率 pe の上昇は，いずれも総需
要曲線を右方にシフトさせることがわかる。
　以上より，図１において，マンキューのマザーモデルの均衡は，総需要曲線











国の物価水準 P と実質国民所得 Y が一緒に決定される。これに伴い，（17）式
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に求めることにする。
　まず，実質国民所得の自然水準の全微分 dYは，（14）式から直接，
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　さらに，以上の（26）式で求められた実質国民所得の全微分 dY を，IS 曲線
の全微分型（19）式の左辺に代入して整理すると，実質利子率の全微分 dr が，
1 ( )
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　マクロ経済は当初，図２（a）では，IS 曲線と LM 曲線の交点 E0で，また図
２（b）では，総需要曲線 AD と総供給曲線 AS の交点 E0点で均衡しているもの
とする。このとき，通貨当局は景気拡大を目指して金融緩和政策をとり，貨幣
供給量 M を増加させたとする。貨幣供給量が増加する場合，（19）式より IS 曲




総需要曲線 AD は貨幣供給量増加分の (I  CF) /APLi 倍だけ右方にシフトし
て，AD の位置に移る。総供給曲線 AS それ自体は，（16）式より貨幣供給量が
増加しても変化しないから，図２（b）では，新しいマクロ経済の均衡は，AD
曲線と AS 曲線の交点 E1で実現する。
　その結果，実質国民所得は Y0から Y1の水準に増加する。同時に，物価水準
は P0から P1へ上昇する。なお，P0から P1への物価上昇によって，LM 曲線
は（20）式より，物価上昇分 (dP) の M/P2LY 倍だけ左方にシフトして，LM か
ら LM へと部分的に反転する。このため，図２（a）では，新しい均衡は LM
曲線と IS 曲線の交点 E1で成り立ち，実質利子率は当初の r0から r1の水準に
低下する。
　貨幣供給量 M の増加により，物価水準 P と実質国民所得 Y がどのように変
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　マクロ経済は当初，図３（a）では，IS 曲線と LM 曲線の交点 E0で，また図
３（b）では，総需要曲線 AD と総供給曲線 AS の交点 E0点で均衡しているもの
とする。このとき，財政当局は景気拡大を目指して財政拡張政策をとり，政府
支出 G を増加させたとする。政府支出が増加する場合，（20）式より LM 曲線
には何ら変化はないが，IS 曲線は（19）式より，政府支出増加分 (dG) の乗数
1/(1  C) 倍だけ右方にシフトし，ISの位置に移る。これに伴い，（21）式より，
総需要曲線 AD は政府支出増加分の 1/A 倍だけ右方にシフトして，AD の位
置に移る。総供給曲線 AS それ自体は，（16）式より政府支出が増加しても変化
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の交点 E1で実現する。
　その結果，実質国民所得は Y0から Y1の水準に増加する。同時に，物価水準
は P0から P1へ上昇する。なお，（20）式より，P0から P1への物価上昇は，LM
曲線を LM へと左方にシフトさせるので，図３（a）では，新しい均衡は IS 曲









　次に，物価水準 P と実質国民所得 Y がどのように変化するかを見るため，
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　ただし，外国の物価水準 P は不変であるから，（12）式より，de/e  de/e 













ストック K が増加すると，（14）式より，実質国民所得の自然水準Y は FKdK
だけ上昇し，（16）式より，総供給曲線はその大きさだけ右方にシフトする。つ
まり，実質国民所得の自然水準は 0Y から 1Y へ増加し，総供給曲線はその増加
分だけ右方にシフトして，AS の位置に移る。資本ストックが増加しても，総
需要曲線 AD は（21）式より何ら変化しないから，図４（b）では，マクロ経済の
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に限界生産物 FK を乗じた値だけ増加する。
　次に，資本ストックの増加が物価水準 P と実質国民所得 Y にどのように影
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　ただし，外国の物価水準 P は不変であるから，（12）式より，de/e  de/e 
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初の総供給曲線は AS の位置にあるものとする。人びとの抱く期待物価水準





eP へ上昇するのに伴い，総供給曲線は AS から AS へと
左方にシフトしている。
　このとき，（21）式より，総需要曲線 AD は期待物価水準が上昇しても何の影
響も受けないから，図５（b）において，マクロ経済の均衡は AD 曲線と AS 曲








































　次に，物価水準 P と実質国民所得 Y はどのように変化するかを見るため，
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　なお，外国の物価水準 P は不変であるから，（11）式より，de/e  de/e 





図６（a）では，IS 曲線と LM 曲線の交点 E0で，また図６（b）では，総需要曲線








インフレ率の上昇分 (dpe) の (Li/LY) 倍だけ右方にシフトして，LM の位置に
移る。これに伴い，（21）式より，総需要曲線 AD は期待インフレ率の上昇分の
[ (I  CF) /A] 倍だけ右方にシフトして，AD の位置に移る。総供給曲線 AS
は（16）式より，期待インフレ率が上昇しても変化しないから，図６（b）では，
新しいマクロ経済の均衡は，AD 曲線と AS 曲線の交点 E1で実現する。
　その結果，実質国民所得は Y0から Y1の水準に増加する。同時に，物価水準
は P0から P1へ上昇する。なお，（20）式より，P0から P1への物価上昇は，LM
曲線を LM から LM へと部分的に反転させるので，図６（a）では，新しい均












































　次に，期待インフレ率の上昇により，物価水準 P と実質国民所得 Y がどの
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同じく，自国の物価水準 P と名目為替レート e が上昇し，かつ，実質為替レー
ト e ( eP/P) も上昇することから，名目為替レートの上昇率のほうが自国の
物価水準の上昇率よりも高くなる。
⑶　外国変数の変化
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と実質国民所得 Y が同時に決定される。すると，IS 曲線（17）式から実質利子




準 P，実質国民所得 Y，実質利子率 r，名目利子率 i および実質為替レート e
が影響を受けることはないのである。
　以上の点は，内生変数（全微分）の均衡値を示す（24）～（29）式は，どれも
dP の項を含まないので，dP  0 としても，
0dY dP dY dr di d
dP dP dP dP dP dP     
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e P
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図７（a）では，IS 曲線と LM 曲線の交点 E0で，また図７（b）では，総需要曲線




　外国の実質利子率が上昇すると，自国と外国の利子率格差 r  r は小さくな
るので，純資本流失が増加し，また純輸出が同額だけ増加する。そのため，IS
曲線は（19）式より，外国の実質利子率の上昇分 (dr) に [CF/ (1  C)] を乗じ
た値だけ右方にシフトして，IS の位置に移る。これに伴い，（21）式より，総
需要曲線 AD は外国の実質利子率の上昇分に (CF/A) を乗じた値だけ右方に
シフトして，AD の位置に移る。総供給曲線 AS は（16）式より，外国の実質利
子率が上昇しても影響を受けないから，図７（b）では，新しいマクロ経済の均
衡は AD 曲線と AS 曲線の交点 E1で実現する。
　その結果，実質国民所得は Y0から Y1の水準に増加する。同時に，物価水準
は P0から P1へ上昇する。なお，（20）式より，P0から P1への物価上昇は，LM
曲線を LM へと左方にシフトさせるので，図７（a）では，新しい均衡は IS 曲



































　次に，物価水準 P と実質国民所得 Y がどのように変化するかを見るため，





















(1 - ) 1 0dr CF C
I CF A Bdr




と示せる。ここで，（42式より a (1  C) / (aA  B) < 1，また，I と CF はどち
らもマイナスであるから，結局，（72）式は全体ではプラスとなり，外国の実質
利子率が上昇すると自国の実質利子率も上昇する。
　加えて，（72）式の右辺に関しては，0  CF/ (I  CF)  1，1  a (1C) /
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